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（１）「海景色の映えるまち」の推進 

  本町の目指す将来像である、「海景色の映えるまち ～地域資源を活かした理

想郷の実現～」に向けて、「安心安全に暮らせるまち」・「活力あふれるまち」・「人

材が育ち活躍するまち」づくりを推進するための事業に重点化を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）予算要求 

  企業収益の増加や平成２７年１月に県内最大級の大規模太陽光発電所が運転

開始されるなど企業誘致に向けた取組の効果も現れ、町税全体では平成２７年

度当初予算額を上回る見込みであります。 

しかし、普通交付税は、平成２６年度から合併算定替の特例が段階的に終了

し、支所費分が加算されるものの５年間で約４.５億円の減少が見込まれていま

す。 

  そのため、本町財政が極めて厳しい状況に置かれていることを十分認識し、

内部努力による経費の削減合理化は勿論のこと、事業の「選択と集中」を進め、

施策の重点化を図ることとしました。 

 

（１）平成２８年度当初予算の全体像 

① 当初予算の考え方 

「「「 施施施 策策策 ののの 大大大 綱綱綱 」」」   

海海
景景
色色
のの
映映
ええ
るる
まま
ちち  

①元気に住み続けたい気持ちを実現するまち 

②地域を愛する人を育てるまち 

③美しく住みよい環境で暮らすまち 

④大崎上島流の元気産業を育てるまち 

⑤明日を担う人づくりと交流のまち

う  ⑥理解と協働でつくるまち 
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                                   （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

一 般 会 計 7,166,531 △40,180 △0.6％ 7,206,711 

 

国民健康保険事業特別会計 1,402,690 △46,316 △3.2％ 1,449,006 

介護保険事業特別会計 1,456,946 △54,559 △3.6％ 1,511,505 

後期高齢者医療保険事業特別会計 181,833 12,712 7.5％ 169,121 

簡易水道事業業特別会計 442,092 30,204 7.3％ 411,888 

公共下水道事業特別会計 155,022 25,815 20.0％ 129,207 

農業集落排水事業特別会計 44,630 5,652 14.5％ 38,978 

漁業集落排水事業特別会計 57,579 △6,576 △10.3％ 64,155 

港湾管理特別会計 16,382 2,291 16.3％ 14,091 

漁港管理特別会計 3,553 △120 △3.3％ 3,673 

交通事業特別会計 78,757 △1,286 △1.6％ 80,043 

干拓地管理特別会計 9,707 990 11.4％ 8,717 

特 別 会 計 合 計 3,849,191 △31,193 △0.8％ 3,880,384 

合 計 11,015,722 △71,373 △0.6％ 11,087,095 

 

 

② 会計別予算総括表 

平成２８年度当初予算の全体像 

0
1,000,000
2,000,000
3,000,000
4,000,000
5,000,000
6,000,000
7,000,000
8,000,000
9,000,000

H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

各会計規模の推計

一般会計 特別会計
 

（単位：千円） 
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  人件費、公債費、普通建設費などの減少により 

 ７１億６，６５３万 1千円（前年度増減比較△40,180 千円△0.6％） 

 

 

   前年度当初予算と比較し、国保特別会計への繰出金 135,326 千円増や西野干拓排水機更新

事業 152,429 千円、公園遊具等更新事業 16,280 千円、防災倉庫建設事業 29,031 千円などが

新規事業として増加要因であるが、地方債の償還が進んだため公債費 143,888 千円減、木江

屋内運動場新設事業 325,523 千円（H28 一部繰越）減など普通建設費全体で 126,577 千円減

少し、前年度比 40,180 千円の減、71 億 6,653 万 1千円の予算規模となりました。 

（単位：千円） 

一般会計当初予算規模の推移

5,000,000

6,000,000

7,000,000

8,000,000

9,000,000

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

 

年  度 予  算  規  模 前 年 度 増 減 額 前年度増減率 

平成２８年度 ７，１６６，５３１ △４０，１８０ △０．６％ 

平成２７年度 ７，２０６，７１１ ３０７，５９５ ４．５％ 

平成２６年度 ６，８９９，１１６ △１７９，８４２ △２．５％ 

平成２５年度 ７，０７８，９５８ △５１４，３８９ △６．８％ 

平成２４年度 ７，５９３，３４７ １７，８０９ ０．２％ 

平成２３年度 ７，５７５，５３８ △７７，５３５ △１．０％ 

平成２２年度 ７，６５３，０７３ ３８３，７７５ ５．３％ 

平成２１年度 ７，２６９，２９８ △ ７６０，３３２ △ ９．５％ 

平成２０年度 ８，０２９，６３０ △５，６６１ △０．１％ 

平成１９年度 ８，０３５，２９１ ２０９，７１７ ２．７％ 

平成１８年度 ７，８２５，５７４ △ ８２，８３２ △ １．０％ 

平成１７年度 ７，９０８，４０６ △６９，５２２ △０．９％ 

平成１６年度 ７，９７７，９２８ △５０５，５９７ △６．０％ 

平成１５年度 ８，４８３，５２５   

③ 一般会計予算の状況（推移） 

平成２８年度当初予算の全体像 

（単位：千円） 
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海景色には、瀬戸内海の多島美・輝く海・温暖な気候などの自然資源と文化・産

業など、島ならではの多種多様な社会資源、さらに、優しさ・癒し・元気といった
島に住む人間によって生み出されるすべての効果を含んでいます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）「海景色の映えるまち」の推進 

①「海景色の映えるまち」の実現に向けて 

「地域資源を活かした理想の郷」実現に向けての重点施策 

「海景色の映えるまち」 

◆ 地域を愛する人を育てるまち 

 

 ■広島県立大崎海星高等学校活性化支援事業 ■生涯学習推進事業 ■放課後子どもプラン推進事業 
 
 ■園児・児童・生徒送迎事業 ■大崎上島学事業 ■「山・海・島」体験活動推進事業 
 
 ■高校・大学等奨学金貸付事業 ■人権教育推進事業 ■文化活動推進事業 ■文化財保護事業 
 
 ■文化財保存団体育成事業 ■情報プラザ・エル運営事業 ■社会体育推進事業 
 
 ■海と島の歴史資料館管理運営事業 ■ふれあい郷土資料館管理運営事業 ■ふれあいの館管理事業 

◆ 元気に住み続けたい気持ちを実現するまち 

 

■乳幼児等医療費給付事業 ■子育て支援事業 ■認定こども園施設整備費 ■認定こども園一時保育事業 
 
■自立相談支援事業 ■じん臓障害者通院助成事業 ■身体・知的障害者通院助成事業 
 
■老人クラブ助成事業 ■生きがい対策事業 ■敬老会開催事業 ■緊急通報体制等整備事業 
 
■配食サービス事業 ■外出支援サービス事業 ■子育てヘルパー派遣事業 ■予防接種事業 
 
■母子保健事業 ■生活習慣病対策事業 ■診療所運営事業 ■児童公園等整備事業 
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◆ 大崎上島流の元気産業を育てるまち 

 
■体験型修学旅行誘致事業 ■地域間交流促進事業 ■超小型モビリティ利用促進事業 ■新規就農支援事業 
 
■新規就農者育成交付金事業 ■レモンの島推進事業 ■大崎上島 U・Iターン者就業支援事業 
 
■まちおこし交流・情報発信等拠点整備事業 ■栽培漁業新魚種導入事業 ■イベント開催助成事業 
 
■自然公園施設管理事業 ■大串キャンプ場周辺施設管理事業 ■産業文化祭開催助成事業 
 
■大崎東地区畑地帯総合整備事業  

◆ 美しく住みよい環境で暮らすまち 

 
■過疎地域振興対策事業 ■地域情報化推進事業 ■地域公共交通再生総合事業 ■常備消防運営事業 
 
■消防・防災設備機材等整備事業 ■消防施設整備事業 ■防災施設整備事業 ■防犯灯管理事業 
 
■防犯活動推進事業 ■コミュニティバス運行事業 ■大崎上島交通問題協議会運営事業 
 
■住宅用太陽光発電ｼｽﾃﾑ等普及促進事業 ■住宅新築改築助成事業 ■島外駐車場利用者助成事業 
 
■火葬場運営事業 ■一般廃棄物収集運搬事業 ■広島中央環境衛生組合負担金 
 
■ひろしまの森づくり事業 ■排水機場更新事業 ■社会資本整備総合交付金事業 
 
■林道天満線新設改良事業 ■町道東原下向山線改良事業 ■町道干拓大串港線改良事業 
 
■町道草木線道路改良事業 ■小型合併処理浄化槽設置整備事業 ■有害鳥獣駆除対策事業 
 
■公共施設再生エネルギー導入事業 ■危険建物除却促進補助事業 

「海景色の映えるまち」の推進 

◆ 明日を担う人づくりと交流のまち 

 
■若者定住・リーダー育成事業 ■集落支援事業 ■交流・定住促進事業 ■定住促進用住宅管理運営事業 
 
■定住促進住宅用地分譲事業 ■地区活動育成助成事業 ■コミュニティ推進事業 
 
■宝くじコミュニティ助成金事業 ■人権対策諸費 
 

◆ 理解と協働でつくるまち 

 
■一般広報事業 ■海上交通運行欠損額補助事業 ■職員相互派遣事業 ■公文書管理活用事業 
 
■情報管理制度運用事業 ■情報化推進事業 
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 総合計画の基本構想で示した本町の目指す将来像 

「海景色の映えるまち ～地域資源を活かした理想郷の実現～」 

に向けて、「元気に住み続けたい気持ちを実現するまち」・「地域を愛する人を育てるまち」・「美

しく住みよい環境で暮らすまち」・「大崎上島流の元気産業を育てるまち」・「明日を担う人づくり

と交流のまち」・「理解と協働でつくるまち」づくりを推進するため、特に集中して取り組むこと

が必要な分野に対して重点的な予算配分を行い、さまざまな施策に取り組んでいます。 

 平成１５年「大崎上島３町合併」から１０年が経過したことにより、普通交付税の合併算定替

の特例分が平成２６年度から平成３０年度までの５年間で段階的に約４．５億円縮減されること

を踏まえたうえで、限られた財源と人材を有効活用し、事業の適切な選択と集中に努め、最小の

経費で最大の効果をあげるとの視点のもと、基本目標を主要な分野として位置づけ、重点配分を

いたしました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 元気に住み続けたい気持ちを実現するまち  

【８０，６７７千円】 
 

   ○ 乳 幼 児 等 医 療 費 給 付 事 業      １１，１１９千円 

○ 母 子 保 健 事 業      ６，５０７千円 

○ 認 定 こ ど も 園 施 設 整 備 事 業       ９，３８６千円 

○ 認 定 こ ど も 園 一 時 保 育 事 業       ３，８３４千円 

   ○ 子 育 て 支 援 事 業     １５，０００千円 

   ○ 児 童 公 園 等 整 備 事 業      １６，２８０千円 

   ○ 老 人 ク ラ ブ 助 成 事 業       ２，２９６千円 

   ○ 敬 老 会 開 催 事 業      ３，３０９千円 

   ○ 緊 急 通 報 体 制 等 整 備 事 業       ３，６７２千円 

   ○ 配 食 サ ー ビ ス 事 業      ７，２７４千円 

   ○ 外 出 支 援 サ ー ビ ス 事 業      ２，０００千円 
 
 

② 重点配分 

「海景色の映えるまち」の推進 

 地域を愛する人を育てるまち  

【９１，９６７千円】 
 

   ○ 広島県立大崎海星高等学校活性化支援事業     １８，２１０千円 

   ○ 大 崎 上 島 学 事 業      ２，１５５千円 

   ○ 放 課 後 子 ど も プ ラ ン 推 進 事 業      １３，６３１千円 

   ○ 園 児 ・ 児 童 ・ 生 徒 送 迎 事 業      ２２，１５１千円 

○ 高 校 ・ 大 学 等 奨 学 金 貸 付 事 業      ３５，８２０千円 
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「海景色の映えるまち」の推進 

 美しく住みよい環境で暮らすまち  

【６２５，６２３千円】 
 

   ○ 常 備 消 防 運 営 事 業    ２４４，３５１千円 

   ○ 消 防 施 設 整 備 事 業     ２３，３９５千円 

   ○ 防 災 施 設 整 備 事 業     ２９，０３１千円 

   ○ 消 防 ・ 防 災 設 備 機 材 等 整 備 事 業      １８，７８１千円 

   ○ 排 水 機 場 更 新 事 業    １９２，４２９千円 

   ○ 公 共 施 設 再 生 エ ネ ル ギ ー 導 入 事 業     ９０，９８０千円 

   ○ コ ミ ュ ニ テ ィ バ ス 運 行 事 業      ２６，６５６千円 

 

 大崎上島流の元気産業を育てるまち  

【１０１，４４０千円】 
 

   ○ 超 小 型 モ ビ リ テ ィ 利 用 促 進 事 業       ２，８８３千円 

   ○ 体 験 型 修 学 旅 行 誘 致 事 業       ２，７００千円 

   ○ イ ベ ン ト 開 催 助 成 事 業      ７，２４９千円 

   ○ 大 串 キ ャ ン プ 場 周 辺 施 設 管 理 事 業     １５，９２２千円 

   ○ まちおこし交流・情報発信等拠点整備事業      ９，９１３千円 

   ○ 新 規 就 農 者 育 成 交 付 金 事 業      ２１，３７５千円 

   ○ 新 規 就 農 支 援 事 業      ６，５００千円 

   ○ レ モ ン の 島 推 進 事 業       ４，６００千円 

   ○ 有 害 鳥 獣 駆 除 対 策 費      １５，８４７千円 

   ○ 大崎上島Ｕ･Ｉターン者就業支援事業       ６，２４０千円 

   ○ 栽 培 漁 業 新 魚 種 導 入 事 業       ６，２８９千円 

   ○ 文 化 財 保 存 団 体 育 成 事 業       １，９２２千円 

 明日を担う人づくりと交流のまち  

【３０，９８６千円】 
 

   ○ 地 区 活 動 育 成 助 成 費      ２２，０１５千円 

   ○ 若 者 定 住 ・ リ ー ダ ー 育 成 事 業         ５００千円 

○ 集 落 支 援 事 業      ５，６１２千円 

○ 交 流 ・ 定 住 促 進 事 業       ２，８５９千円 

 理解と協働でつくるまち  

【６４，３８０千円】 
 

   ○ 海 上 交 通 運 航 欠 損 額 補 助 事 業      ６４，３８０千円 
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  ※町税については、固定資産税が増加しました。 

  ※地方交付税については、普通交付税加算分が縮減されることにより減少しました。 

  ※国庫支出金については、社会保障税番号制度システム整備補助金や社会資本整備総合交付

金などが減少しました。 

  ※繰入金については、地域福祉基金やふるさとづくり基金から繰り入れるため増加しました。 

  ※町債については、投資的事業の減（社会体育施設整備事業等）に連動して減少しました。 

① 歳入予算の状況 

（３）一般会計予算の内容 

（単位：千円）

平成２８年度（a) 平成27年度（ｂ) 増減額(c）= (a)- (b) 増減率（c）/（b）

町税 1,108,283 1,072,725 35,558 3.3 自主財源

地方譲与税 50,579 50,630 △ 51 △ 0.1

利子割交付金 603 1,893 △ 1,290 △ 68.1

配当割交付金 4,485 5,939 △ 1,454 △ 24.5

株式等譲渡所得割交付金 3,689 3,009 680 22.6

地方消費税交付金 161,772 144,481 17,291 12.0

自動車取得税交付金 11,075 9,229 1,846 20.0

地方特例交付金 1,160 859 301 35.0

地方交付税 2,970,000 3,000,000 △ 30,000 △ 1.0

　普通交付税 2,650,000 2,680,000 △ 30,000 △ 1.1

　特別交付税 320,000 320,000 0 0.0

交通安全対策特別交付金 888 958 △ 70 △ 7.3

分担金及び負担金 115,430 115,245 185 0.2 自主財源

使用料及び手数料 90,417 91,725 △ 1,308 △ 1.4 自主財源

国庫支出金 439,449 521,599 △ 82,150 △ 15.7

県支出金 456,317 466,823 △ 10,506 △ 2.3

財産収入 51,482 52,084 △ 602 △ 1.2 自主財源

寄附金 105 105 0 0.0 自主財源

繰入金 474,563 397,325 77,238 19.4 自主財源

繰越金 1 1 0 0.0 自主財源

諸収入 118,580 116,828 1,752 1.5 自主財源

町債 1,107,653 1,155,253 △ 47,600 △ 4.1

計 7,166,531 7,206,711 △ 40,180 △ 0.6

歳　　入
予　　算　　額

備考
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  ※総務費については、町有財産管理費、海上交通運航欠損額補助事業などが増加しました。 

  ※民生費については、国民健康保険事業特別会計繰出金などが増加しました。 

  ※衛生費については、広島中央環境衛生組合負担金などが増加しました。 

  ※労働費については、緊急雇用対策事業が減少しました。 

※農林水産業費については、西野干拓排水機維持管理費などが増加しました。 

  ※商工費については、まちおこし交流・情報発信等拠点整備事業などが増加しました。 

  ※土木費については、県営と単県の港湾改良事業や町営住宅維持管理費などが増加しました。 

  ※消防費については、常備消防運営費や防災施設整備費などが増加しました。 

  ※教育費については、社会体育施設新設事業などが減少しました。 

  ※公債費については、地方債の償還が進んだため減少しました。 

 

② 目的別歳出予算の状況 

一般会計予算の内容 

（単位：千円）

平成２８年度（a) 平成２７年度（ｂ) 増減額(c）= (a)- (b) 増減率（c）/（b）

議会費 75,418 81,456 △ 6,038 △ 7.4

総務費 1,279,141 1,249,996 29,145 2.3

民生費 1,620,609 1,497,103 123,506 8.2

衛生費 690,682 667,557 23,125 3.5

労働費 15,000 16,400 △ 1,400 △ 8.5

農林水産業費 604,698 469,862 134,836 28.7

商工費 114,584 94,109 20,475 21.8

土木費 579,752 533,797 45,955 8.6

消防費 367,496 306,096 61,400 20.1

教育費 453,964 781,159 △ 327,195 △ 41.9

災害復旧費 529 630 △ 101 △ 16.0

公債費 1,361,657 1,505,545 △ 143,888 △ 9.6

諸支出金 1 1 0 0.0

予備費 3,000 3,000 0 0.0

計 7,166,531 7,206,711 △ 40,180 △ 0.6

歳　　出
予　　算　　額

備考
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  ※人件費については、職員人件費の減及び国勢調査による影響などにより減少しました。 

  ※扶助費については、介護給付・訓練等給付費などが減少しました。 

※公債費については、地方債の償還が進んだため減少しました。 

  ※普通建設費については、社会資本整備総合交付金事業や木江屋内運動場新設事業などが減

少しました。 

  ※物件費については、まちおこし交流・情報発信等拠点整備事業などが増加しました。 

  ※補助費等については、住宅新築改築助成事業や自然休養村管理センターに係る国庫補助金

返還金などが増加しました。 

  ※繰出金については、国民健康保険事業特別会計繰出金などが増加しました。 

③ 性質別歳出予算の状況 

一般会計予算の内容 

平成２８年度（a) 平成２７年度（b) 増減額(c ） = ( a) - ( b) 増減率（c）/（b）

人件費 941,682 976,107 △ 34,425 △ 3.5

扶助費 536,950 555,670 △ 18,720 △ 3.4

公債費 1,361,657 1,505,545 △ 143,888 △ 9.6

2,840,289 3,037,322 △ 197,033 △ 6.5

普通建設事業費 1,033,266 1,159,843 △ 126,577 △ 10.9

　うち補助事業費 124,279 201,548 △ 77,269 △ 38.3

　うち単独事業費 908,987 958,295 △ 49,308 △ 5.1

災害復旧事業 529 630 △ 101 △ 16.0

1,033,795 1,160,473 △ 126,678 △ 10.9

物件費 1,049,203 1,020,989 28,214 2.8

維持補修費 64,389 62,880 1,509 2.4

補助費等 1,047,086 930,515 116,571 12.5

積立金 219,395 220,245 △ 850 △ 0.4

投資及び出資金 0 0 0 0.0

貸付金 63,321 69,461 △ 6,140 △ 8.8

繰出金 846,053 701,826 144,227 20.6

予備費 3,000 3,000 0 0.0

3,292,447 3,008,916 283,531 9.4

7,166,531 7,206,711 △ 40,180 △ 0.6

計

その他

計

合　　　　計

区　　　分
予　　算　　額

備考

義務的経費

計

投資的経費

（単位：千円） 
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◆ 国民健康保険特別会計                   （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 1,402,690 △46,316 △3.2％ 1,449,006 

（増減要因） 

○ 退職被保険者等療養給付費などが減少しました。 

 

◆ 介護保険事業特別会計                   （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 1,456,946 △54,559 △3.6％ 1,511,505 

（増減要因） 

○ 居宅介護サービス給付費などが減少しました。 

 

◆ 後期高齢者医療保険事業特別会計           （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 181,833 12,712 7.5％ 169,121 

（増減要因） 

○ 広域連合納付金などが増加しました。 

 

◆ 簡易水道事業特別会計                  （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 442,092 30,204 7.3％ 411,888 

（増減要因） 

○ 簡易水道諸費などが増加しました。 

 

◆ 公共下水道事業特別会計                  （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 155,022 25,815 20.0％ 129,207 

（増減要因） 

○公共下水道施設建設事業などが増加しました。 

（４）特別会計予算の状況 
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◆ 農業集落排水事業特別会計                （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 44,630 5,652 14.5％ 38,978 

（増減要因） 

○ 農業集落排水施設建設費などが増加しました。 

 

◆ 漁業集落排水事業特別会計                （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 57,579 △6,576 △10.3％ 64,155 

（増減要因） 

○ 管路施設維持管理費などが減少しました。 

 

◆ 港湾管理特別会計                      （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 16,382 2,291 16.3％ 14,091 

（増減要因） 

○ 職員人件費などが増加しました。 

 

◆ 漁港管理特別会計                      （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 3,553 △120 △3.3％ 3,673 

（増減要因） 

○一般管理諸費などが減少しました。 

 

◆ 交通事業特別会計                      （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 78,757 △1,286 △1.6％ 80,043 

（増減要因） 

○ 職員人件費などが減少しました。 

 

◆ 干拓地管理特別会計                     （単位：千円） 

 平成２８年度 増 減 額 増 減 率 平成２７年度 

歳入・歳出予算額 9,707 990 11.4％ 8,717 

（増減要因） 

○ 干拓地管理事業などが増加しました。 

特別会計予算の状況 
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基　　金　　名 H22年度末残高 H23年度末残高 H24年度末残高 H25年度末残高 H26年度末残高 H2 7 年度残高見込 H2 8 年度当初見込

財政調整基金 1,672,193 1,765,082 1,844,540 2,341,128 2,578,758 2,670,739 2,278,085

減債基金 1,042,519 1,014,473 802,827 805,661 808,055 975,336 977,401

小　　計 2,714,712 2,779,555 2,647,367 3,146,789 3,386,813 3,646,075 3,255,486

ふるさとづくり基金 653,765 632,620 587,914 575,319 600,297 610,442 550,603

垂水団地基金 11,255 20,561 30,001 42,829 56,847 69,760

長島大橋維持管理基金 143,244 109,971 109,842 109,775 109,500 109,444 109,196

地域福祉基金 257,885 210,648 159,628 108,521 108,866 108,976 98,935

小　　計 1,054,894 964,494 877,945 823,616 861,492 885,709 828,494

積立型基金計 3,769,606 3,744,049 3,525,312 3,970,405 4,248,305 4,531,784 4,083,980

まちづくり振興基金 810,437 913,007 1,015,695 1,119,087 1,224,484 1,331,559 1,436,717

過疎地域自立促進基金 16,000 95,600 177,861 261,792 347,437 434,909

共同墓地基金 17,392 17,413 17,434 17,457 17,480 17,483 17,489

果実運用型基金　計 827,829 946,420 1,128,729 1,314,405 1,503,756 1,696,479 1,889,115

土地開発基金(現金のみ） 193,566 193,566 206,756 206,756 205,442 205,442 205,442

国光奨学金基金(貸付金を 含む） 12,737 12,741 12,743 12,745 12,748 12,751 12,754

古田奨学金基金(貸付金を 含む） 50,000 50,131 50,321 50,511 50,717

定額運用基金　計 206,303 206,307 269,499 269,632 268,511 268,704 268,913

国保基金 239,106 182,761 198,574 137,370 137,536 55,884 46,024

介護給付準備基金 59,026 0 6,135 16,451 28,280 50,716 50,717

下水道事業減債基金 19,432 19,444 19,472 19,499 19,526 19,554 6,180

大串干拓地整備基金 43,605 50,673 56,598 47,131 47,133 49,000 45,338

介護従事者処遇改善臨時特例交付金 2,550 0 0 0 0 0 0

特別会計基金　計 363,719 252,878 280,779 220,451 232,475 175,154 148,259

総　　計 5,167,457 5,149,654 5,204,319 5,774,893 6,253,047 6,672,121 6,390,267

各　　種　　基　　金　　一　　覧　　表

 

 

 

 

 

（５）基金・地方債現在高一覧表 

①各種基金一覧表 

（単位：千円） 

（単位：千円） 
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　 (単位：千円）

会計 H22年度末残高 H23年度末残高 H24年度末残高 H2 5 年度末残高 H2 6 年度末残高 H2 7 年度末残高見込 H28年度当初見込

一般会計 13,518,585 12,692,690 12,035,293 11,459,253 10,700,250 10,469,735 10,312,717

簡易水道事業特別会計 1,017,493 1,001,021 1,002,182 987,815 977,259 944,711 935,721

公共下水道事業特別会計 1,158,519 1,215,675 1,225,689 1,195,000 1,171,625 1,133,913 1,092,648

農業集落排水事業特別会計 255,546 242,619 231,857 220,894 209,726 198,219 186,496

漁業集落排水事業特別会計 410,177 395,955 381,187 365,692 349,552 332,695 315,482

交通事業特別会計 47,000 47,000 47,000

合計 16,360,320 15,547,960 14,876,208 14,228,654 13,455,412 13,126,273 12,890,064

地　方　債　残　高　一　覧　表

 

 

 

②地方債残高一覧表 

（単位：千円） 

基金・地方債現在高一覧表 
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「海景色の映えるまち」の実現に向け、平成 28年度に行う主な新規・拡充事業等を紹介します。 

 

 

■ 広島県立大崎海星高等学校活性化支援事業 

 

【予算額】 

  １８，２１０千円 

【現状・課題】 

 ○進学塾や予備校、家庭教師といったものが乏しい離島においては、大学等進学に不利

という常識が根深く、この格差を解消するため高校進学段階で島外に出ていく子ども

も少なくなく、県立大崎海星高校は、生徒数の減少により統廃合等の検討対象校とな

っています。 

【事業目的】 

 ○県立大崎海星高校と連携し、地域が一体となった同校の活性化策を実施することで同

校の魅力を高め、同校の統廃合等の回避を図ります。 

【事業内容】 

 ○高校生を対象にした公営塾の運営を地域おこし協力隊員に委嘱します。また、高校魅

力化全体のコンセプトなどを検討するため外部専門家を招へいします。 

 

 

■ 乳幼児等医療費給付事業 

 

【予算額】 

  １１，１１９千円 

【現状・課題】 

 ○乳幼児の疾病の早期発見と治療を促進し、乳幼児の健やかな育成を図るため、乳幼児

の医療に要する費用の一部を、乳幼児を養育している者に助成しています。 

【事業目的】 

 ○保護者の収入に左右されない適正医療の受診により、乳幼児等の疾病の重症化等を予

防することにより子育て環境の充実を図り、定住の促進につなげることを目的としま

す。 

【事業内容】 

 ○現行、乳幼児が対象であった医療費の助成制度の対象者を、小学生、中学生も対象と

するよう拡大します。 

 

（６）主な新規・拡充事業等 
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■ 妊婦・乳児健康診査交通費助成事業 

 

【予算額】 

  １，４３６千円 

【現状・課題】 

 ○離島である本町においては、町内に妊婦・乳児健康診査を行える医療機関がないため、

島外へ通院することになり、その交通費が高額になります。 

【事業目的】 

 ○母子ともに健やかな生活を送ることができるよう、医療機関・療育機関にかかりにく

いという離島特有の不安を軽減します。 

【事業内容】 

 ○妊婦及び乳児健康診査に係る交通費を助成します。 

 

 

■ 児童公園等整備事業 

 

【予算額】 

  １６，２８０千円 

【現状・課題】 

 ○町内の公園に遊具を設置していますが、経年劣化が著しく、定期点検においても更新

の必要性があると判断されたものが多くあります。子どもたちが、安全に、安心して

遊ぶことのできる公園の整備が必要です。 

【事業目的】 

 ○公園は、子どもたちが遊びを通して成長していくために必要不可欠な存在です。また、

子育て中の保護者同士の交流の場としても重要な役割を担っています。各地域の公園

整備を行うことで、より良い子育て環境の構築を目指します。 

【事業内容】 

 ○沖菅原親水公園等 4か所の公園について、遊具の種類・設置場所を検討し、更新・増

設を行います。また、安全基準に適合しない集会所広場等の遊具を撤去します。 

 

主な新規・拡充事業等 
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■ 認定こども園園庭整備事業 

 

【予算額】 

  ９，３８６千円 

【現状・課題】 

 ○認定こども園ひかりえんは、平成 27 年度に幼保連携型認定こども園の認可を受け、

教育基本法上の「法律に定める学校」として位置付けがなされました。これにより、

利用児童の心身の発達に応じた体系的な保育・教育を組織的に行える環境整備が急務

となっています。 

【事業目的】 

 ○認定こども園として保育・教育の目標が達成できるよう、体育環境の充実を図ります。 

【事業内容】 

 ○認定こども園ひかりえんが行う園庭（屋外運動場）整備事業に対し、その経費の 1/2

を補助します。 

 

 

■ 消防・防災関連事業 

 

【予算額】 

  ７７，２５５千円 

【現状・課題】 

 ○本町は、南海トラフ地震防災対策推進指定町となっており、防災対策の強化が求めら

れています。 

【事業目的】 

 ○地震・津波対策に加え、総合的な防災体制の確立と事前の備えの充実により、確実な

減災を進めていくとともに、防災のための装備や施設を整備することにより、住民等の

安全を確保することを目的とします。 

【事業内容】 

 ○東野地区に防災倉庫を建設し、災害用保存食、保存水等備蓄品を整備します。 

○防災拠点である大崎・木江支所庁舎の耐震診断を行います。 

○老朽化している消防ポンプ積載車２台を更新します。 

○耐震性貯水槽２基を新設します。 

 

主な新規・拡充事業等 
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■ 公共施設再生エネルギー導入事業 

 

【予算額】 

  ９０，９８０千円 

【現状・課題】 

 ○大規模災害等のエネルギー対策として、再生可能エネルギーや未利用エネルギーを

活用した自立・分散型エネルギーの導入等による災害に強く環境負荷の小さい地域

づくりが国を挙げての課題となっています。 

【事業目的】 

 ○災害時に電力会社からの電力供給が遮断された際に、災害対策本部等となる施設にお

いて必要最低限の機能（電力復旧までの２～３日程度の電力）を維持することを目的

とします。 

【事業内容】 

 ○防災拠点となる役場本庁及び産業会館に太陽光発電設備を設置します。 

 

 

■ まちおこし交流・情報発信等拠点整備推進事業 

 

【予算額】 

  ９，９１３千円 

【現状・課題】 

 ○小型モビリティ利用促進事業をはじめとした観光振興事業の効果が現れ始めている

ところですが、現在、土日祝日に対応可能な観光案内窓口、定住相談窓口がなく、観

光客や U・Iターン者の利便性が低い状態にあります。 

【事業目的】 

 ○観光・交流・定住の窓口を設置することにより、利用者の利便性を高めると共に、全

国に向けた PR 活動を充実させ、交流人口及び定住人口を増やすための取り組みを促

進します。 

【事業内容】 

 ○観光案内窓口及び定住相談窓口を設置し、土日祝日も対応可能とします。また、観光

案内ツール作成、観光ルート設定、観光ニーズ調査・分析、空き家バンク登録物件掘

り起こし等の業務を行います。 

 

主な新規・拡充事業等 
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■ レモンの島推進事業 

 

【予算額】 

  ４，６００千円 

【現状・課題】 

 ○優良園地を集積する取り組みや、畑地帯総合整備事業によって平坦地の農地造成を進

めているところですが、広島県産レモンの知名度が全国的に上がっている中で、本町

のレモン生産においてはまだ充分な生産面積が確保されておらず、新たな担い手を育

成することが難しい状態です。 

【事業目的】 

 ○大崎上島レモンの生産量増加、生産面積拡大を目的とします。 

【事業内容】 

 ○レモン団地として連反した平坦地を選定し、事業者と連携して簡易な基盤整備を実施

します。 

 ○レモンの苗木購入に対し、1本 200 円を補助します。 

 

 

■ 有害鳥獣駆除対策イノシシ用囲いわなシステム整備事業 

 

【予算額】 

  １，７６１千円 

【現状・課題】 

 ○有害鳥獣による被害は毎年拡大しており、中でもイノシシによる被害は甚大で、年間

約 1,000 頭を駆除しても被害が収まりません。 

【事業目的】 

 ○新システム導入により捕獲体制を強化し、被害縮減に努めます。 

【事業内容】 

 ○従来の遠隔操作型等の囲いわなではなく、センサー式の囲いわな（マルチゲートシス

テム）を整備し、その事業効果を検証します。確実な効果が見込めれば、後年度にお

いても随時整備を行っていく予定です。 

  

主な新規・拡充事業等 
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■ 悪水等溜池排水施設更新事業 

 

【予算額】 

  １９２，４２９千円 

【現状・課題】 

 ○近年、大雨による被害が全国的にも頻発しており、町内でも浸水被害が発生していま

す。こういった災害で重要となるのが排水機（排水ポンプ）ですが、町内に整備され

ている排水機は老朽化してきており、災害発生時に機能しない可能性があるのではと

懸念されています。 

【事業目的】 

 ○老朽化により機能が低下した設備の更新を行うことで、住民の安全を確保することを

目的とします。 

【事業内容】 

 ○町内数か所の排水機場設備を、複数年かけて整備更新していきます。 

 ○平成２８年度は、主に西野干拓排水機の更新を行います。 

 

 

■ 危険建物除却促進補助事業 

 

【予算額】 

  ３，０１０千円 

【現状・課題】 

 ○町内に約 1,300 件の空き家が存在し、その中には管理されておらず、危険建物となっ

ているものもあります。しかし、除却に係る費用が高額であるため、放置されたまま

になっている事例も多くあります。 

【事業目的】 

 ○危険建物除却を推進し、安全・安心な住民生活を確保することを目的とします。 

【事業内容】 

 ○町が定めた基準を満たす危険建物の除却を行う所有者に対し、除却費用の 30%（最大

30 万円）を補助します。 

○平成 27 年度に行った調査において危険建物とした空き家の所有者に対し、通知を行

います。 

主な新規・拡充事業等 


